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①「政府」は何にお金を使っているか？

○身近な住民サービス（例：ごみ収集）

○警察

○教育

○社会保障

年金、医療、介護、生活保護、失業対策･･･

○公共事業（道路などのインフラ整備・維持）

○防衛（自衛隊）

○民間企業支援（必要な場合）

※市町村が担うもの、国が直接行うものなど様々

※それぞれの制度は複雑（今日はあまり説明しません）
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②「国」は何にお金を使っているのか？

○地方自治体への支出

①豊かな自治体とそうでない自治体があるので、

ある程度の横並びを確保（地方交付税）

②国の政策の下で地方が実施する事業について、

費用の一部を負担（社会保障・教育など）

○社会保障（一部は地方公共団体経由）

・年金・医療・介護は、基本は「保険」

→「保険料」に国等のお金を継ぎ足して運営

・少子高齢化が進み、費用が増えている

○防衛など
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③「国」はどのようにお金を集めているのか？

○税金： 所得税、消費税、法人税、相続税･･･

※税金には、国税と地方税がある

地方税： 住民税、地方消費税、固定資産税･･･

○毎年度の税収では、支出を賄いきれない赤字状態

→「国債」を発行して、お金を借りている

※定期的に利子を払い、満期が来たら元本を返済
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④「国」の支出と収入のバランスは？

○２０２３（令和５）年度予算

支出 １１０兆円強 （１１４.４兆円）

収入 税収 ７０兆円弱 （ ６９.４兆円）

その他 １０兆円弱 （ ９.４兆円）

国債 ３０兆円台半ば（ ３５.６兆円）

○特に２０２０（令和２年度）以降、年度途中に、

大規模な支出を追加（「コロナ対策」など）

→その分、国債発行も大きく追加
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（参考）２０２３（令和５）年度予算

（支出） （収入）
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⑤「国債」の残高はどうなっているのか？

○２０２３（令和５）年度予算

国債費（＝発行済み国債の返済原資確保＋利払い）

２５.３兆円

国債発行 ３５.６兆円

→「国債発行＞国債費」なので、残高は増える

○コロナ対策などで、年度途中に大規模な支出を追加

→その分、国債発行も大きく追加

○「国債」残高は一本調子で増え、１０００兆円を超えた
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（参考）

債務残高

の状況
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⑥財政が悪化しても問題は生じないのか？

○お金の貸し手（国債の引受け手）が不信感を抱くと？

→お金を借りる際に、高い利息を求められる

→日本全体も高金利に

→国債費（借金の元利払い）が増える

○「歯止めなくお札を刷る国」とみなされると？

→お金の価値が下がる（円安、インフレに）

○いざ困ってから増税や支出カットを行うのも大変

※イギリスのトラスショックの例
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⑦国民・経済学者はどう見ているか？

ⅰ：経済成長への見通し→ 同じ見方

※東京財団政策研究所のアンケート調査10



ⅱ：財政赤字への評価→ 同じ見方

※東京財団政策研究所のアンケート調査

⑦国民・経済学者はどう見ているか？
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ⅲ：財政赤字の帰結→ 同じ見方

⑦国民・経済学者はどう見ているか？

※東京財団政策研究所のアンケート調査12



ⅳ：財政赤字の原因→ 異なる見方

⑦国民・経済学者はどう見ているか？

※東京財団政策研究所のアンケート調査13



（参考）公務員人件費
国家公務員（約５８万人）・地方公務員（約２３２万人）に係る公務員人件費は、
国・地方で総計約２５兆円。（主要諸外国の中で最も低い水準）
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⑦国民・経済学者はどう見ているか？

ⅴ：消費税への認識→ 異なる見方

※東京財団政策研究所のアンケート調査15
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1

○ 歴史的な転機ともなりうる場⾯であり、地球環境問題、国際平和秩序への挑戦、格差の固定化･拡⼤等が問題視されて
いる。グローバルな経済･⾦融環境も急速に変化。我が国は、経済の成⻑⼒の低下、少⼦⾼齢化の⼀層の深刻化、⼈⼝
減少下における地域社会の問題といった課題を抱えている。安全保障上の有事、震災、感染症等の危機への備えも必要。
平時こそ財政を健全化し財政余⼒を確保することが不可⽋。コロナ対策により⼀層低下した財政余⼒の回復が急務。
○ コロナ禍を克服して平時に移⾏した後も、⼭積する諸課題への的確な対応が必要。⼀定の財政⽀出の拡⼤も必要となりう
るが、その場合でも真に必要な⽀出に絞り込み、また財源を適切に確保することが必要。
○ グローバルな経済･⾦融環境が激変する中、我が国でも潮⽬は変化。財政に対する信認の低下が市場の攪乱要因となら
ないよう、これまで以上に注意が必要。
○ これまで、拡張的な財政スタンスが成⻑⼒の強化につながってきたとは⾔い難く、財政⽀出は、単に需要喚起のために⾏う
のではなく、必要性と有効性を⾒極めてターゲットを絞るべき。規制改⾰等と相まって社会課題の解決に向けた道筋を⽰し、
⺠間の活⼒を引き出すことで、⽇本経済の成⻑⼒強化につなげることが重要。
○ 少⼦化対策の成否は、中⻑期的な⽇本経済の成⻑⼒や財政・社会保障の持続可能性に⼤きく影響する、国家の命運
を左右する取組であり、真に効果的な対応が求められる。恒久的な施策には恒久的・安定的な財源の確保が必要。少⼦
化対策の財源負担をこれから⽣まれるこどもたちの世代に先送りすることは本末転倒。全世代型社会保障の考え⽅に⽴ち、医
療・介護など社会保障分野の歳出改⾰を断⾏するとともに、企業を含め、社会・経済の参加者全員が公平な⽴場で広く負担
する新たな枠組みを検討することが必要。歳出・歳⼊両⾯で、幅広い観点から検討を深めていくべき。
○ 少⼦化対策の効果が顕在化するには時間を要するため、当⾯、⼈⼝減少の進⾏を前提とした持続可能な地域社会・⾏
財政の在り⽅のデザインも不可⽋。偏在性が⼩さい地⽅税体系の構築、社会インフラの維持管理や⾏政サービスの質向上に
向けた多⾓的な検討が必要。
○ グランドデザインに基づき全体を俯瞰するアプローチが有効であり、その上でスクラップ・アンド・ビルドの考え⽅を徹底し、優先
度の⾼い政策に対して財政資⾦を重点投⼊するとともに、効果の低い既存予算の廃⽌・縮減を図るべき。全体最適の視点を
持って、社会課題の解決、成⻑⼒強化、財政健全化の同時実現を追求していくことが必要。
○ 歴史的転機とも⾔える今、より良い経済社会を将来世代に残していくため、真摯な議論と実践が求められる。

基本認識等 歴史的転機における財政
（令和５年５⽉ 財政制度等審議会）

30



2

○ 経済・市場動向
・ 世界の経済・⾦融環境は変化しており、我が国でも、潮⽬の変化を意識することが必要。円の信認を⽀えてきた経済的ファン
ダメンタルズも絶対的なものではなくなりつつあり、安定した財政運営を⼼がけるべき。
・ コロナ禍以降の巨額の財政出動の影響で、毎年の国債発⾏規模は拡⼤。短期債への依存が⾼まり、⾦利上昇に脆弱な資
⾦調達構造に。⾦利が上昇すれば財政リスクが⾼まっていると受け取られ、それが更なる⾦利上昇要因にもなりかねない。海外
投資家のプレゼンスが⾼まっている状況も踏まえ、市場の信認確保の重要性をこれまで以上に意識すべき。

○ 世界の中での⽇本
・ 本年５⽉のG７財務⼤⾂・中央銀⾏総裁会議共同声明でも指摘されたように、財政⽀援のターゲットを絞ることや財政の持
続可能性を確保すべきことなどは国際的な共通認識。国際機関の⾒解も踏まえるべき。格付会社の⾒⽅にも注意が必要。
・ 欧⽶諸国は、直⾯する課題への対応を図りながら、財政健全化への取組との両⽴に試⾏錯誤している状況。⽇本の債務残
⾼対GDP⽐は世界最悪の状態にあり、国際的な共通認識に適う形で、現⾏の財政健全化⽬標の達成に向けて真摯に対応
すべき。⼤規模な補正予算により財政状況が悪化している状況に⻭⽌めをかけることが必要。

○ 危機への備え
・ 財政⽀出・国債発⾏を⻭⽌め無く⾏えば、⽇本国債や円に対する市場の信認が損なわれ、その価値を毀損させかねない。財
政運営が引き⾦となって危機的状況を作り出すことは避けるべき。安全保障上の有事、震災、感染症といった危機時に、資⾦
調達を市場から円滑に⾏えるようにするためにも、平時から節度ある財政運営に努め、財政余⼒を確保することが不可⽋。
・ コロナ対策は、正常化までに時間が掛かりすぎている。危機対応の⽀出が常態化し、財政や成⻑⼒に影響しないよう、事態の
進展に合わせて財政⽀援の正常化を図るべき。コロナ対策の効果等について検証を⾏い、教訓に基づき、必要な備えを⾏うべき。

○ 成果志向の財政運営
・ 過去30年間、拡張的な財政スタンスをとり、債務残⾼も積み上げてきたにも関わらず、成⻑⼒の強化につなげる対応ができな
かった。企業部⾨の貯蓄超過が続いている状況は、極めて特異。財政拡⼤に関わらず企業部⾨の動向が変化しなかったのが問
題であり、各種⼿段を組み合わせて成果につながる政策対応を展開していかねばならない。
・ 成果志向の財政⽀出を徹底するため、EBPM⼿法の徹底、PDCAサイクルの確⽴が必要であり、⾏政事業レビューシートの実
効性を更に⾼めることが急務。政策評価と⾏政事業レビューを有機的に連携させるべき。

財政総論
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○ 2025年までに団塊の世代の全員が後期⾼齢者に移⾏する中で、75歳以上の⼈⼝が速いスピードで増加。
○ 75歳以上になると、１⼈当たりの医療・介護の費⽤が⼤幅に増加。こうした中で、医療・介護分野等の給付の
効率化・重点化に取り組んでいく必要。

１⼈当たり医療費・介護費の増加

医療（2020年） 介護（2020年） 全⼈⼝に占める
⼈⼝数及び割合

1⼈当たり
国⺠医療費
（64歳以下
:18.3万円）

1⼈当たり
国庫負担
（64歳以下
:2.7万円）

1⼈当たり
介護費

（括弧内は要⽀援
・要介護認定率）

1⼈当たり
国庫負担 2020年 2025年

65〜74歳 55.4万円 8.2万円 5.0万円
（4.3%） 1.3万円 1,747万⼈

（13.9%）
1,497万⼈
（12.2%）

75歳以上 90.2万円 32.6万円 47.8万円
（32.4%） 12.7万円 1,872万⼈

（14.9%）
2,180万⼈
（17.8%）

▲約250万⼈

＋約308万⼈
約４倍 約10倍

（出所）年齢階級別の⼈⼝は総務省「⼈⼝推計」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年４⽉推計）」 （出⽣中位・死亡中位仮定）
国⺠医療費は厚⽣労働省「令和2年度国⺠医療費の概況」
介護費及び要⽀援・要介護認定率は、厚⽣労働省「介護給付費等実態統計（令和2年度） 」、「介護保険事業状況報告（令和2年度） 」、総務省「⼈⼝推計」

（注）１⼈当たり国⺠医療費・介護費は、年齢階級別の国⺠医療費・介護費を⼈⼝で除して機械的に算出。
１⼈当たり国庫負担は、それぞれの年齢階層の国庫負担額を2020年時点の⼈⼝で除すなどにより機械的に算出。 47



※ 平成30年度予算ベースを足元に、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成30年1月）」等を

踏まえて計算。なお、医療・介護費用の単価の伸び率については、社会保障・税一体改革時の試算の仮定を使用。

（注）医療については、単価の伸び率の仮定を２通り設定しており、給付費も２通り（①と②）示している。

2040年を⾒据えた社会保障の将来⾒通し（議論の素材）－概要－ （内閣官房・内閣府・財務省・厚⽣労働省 平成30年５⽉21⽇） より

医 療

年 金

子ども・子育て

介 護

その他 6.7

121.3
(21.5%)

(1.2%)

7.7 (1.2%)

7.9 (1.4%)

10.0 (1.5%)
14.6(2.3%)

56.7

(10.1%)

59.9
(9.3%)

39.2
(7.0%)

①：48.7
(7.5%)

②：48.3
(7.5%)

140.4～140.8
(21.7～21.8%)

10.7 (1.9%)

9.4 (1.2%)
13.1(1.7%)
24.6
(3.1%)

73.2
(9.3%)

①：68.3
(8.6%)

②：70.1
(8.9%)

2018年度

（兆円）

（ ）内は対GDP比

2025年度
（現状投影）

2040年度
（現状投影）

188.5～190.3
(23.8～24.1%)

社会保障給付費の⾒通し
2040年を⾒据えた社会保障の将来⾒通し（議論の素材）－概要－ （内閣官房・内閣府・財務省・厚⽣労働省 2018年５⽉21⽇） より

ＧＤＰ 564.3兆円 645.6兆円 790.6兆円

○ 年⾦については、マクロ経済スライドが導⼊され、経済・⼈⼝に⾒合った給付⽔準となる枠組みとなっている。
○ 医療・介護については、⾼齢化等に伴い給付費の増⼤が避けられず、保険料・公費の負担の増⼤を避けるため、累次にわたり
制度の⼿直しが⾏われている。

令和５年５⽉11⽇
財政制度等審議会資料
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◆2115年時点での年⾦給付⽔準等（2019年財政検証ケースⅢ、機械的に給付⽔準調整を進めた場合）

今後の出⽣率が将来の給付に与える影響

2020年 2040年 2060年 2100年

人口
出生高位 12,615万人 11,529万人 10,224万人 7,911万人

出生低位 12,615万人 11,068万人 9,112万人 5,104万人

65歳以上
人口割合

出生高位 28.6％ 34.1％ 35.6％ 33.9％

出生低位 28.6％ 35.5％ 40.0％ 46.0%

生産年齢人口
/65歳以上人口

出生高位 2.08人 1.59人 1.49人 1.60人

出生低位 2.08人 1.57人 1.31人 1.03人

出生数
出生高位 86万人 87万人 74万人 60万人

出生低位 86万人 59万人 39万人 20万人

所得代替率（年金給付水準）

出生高位 53.4％

出生低位 47.8％ 1割以上減少

○ 今後の出⽣率次第で、将来の⼈⼝構成に⼤きな差が⽣じ、例えば年⾦制度でみると、結果的に給付⽔準に⼤きな差が⽣じる。

◆2100年までの⼈⼝推計、⾼齢者割合等(国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（2023年推計）」（死亡中位））

※2020年の出生数は、厚生労働省「人口動態統計」の日本における日本人の出生数及び日本における外国人の出生数の合計。

※2019年財政検証は、「日本の将来推計人口（2017年推計）」
に基づき作成している。

基礎年金拠出金の保険料相当額
（月額）（2004年度価格）※

19,461円

22,966円 18%上昇
※保険料は17,000円で固定されているが、仮に基礎年金給付を賦課方式で賄う場合に必要な保険料。
実際の保険料17,000円との差額は、運用収入や積立金の取り崩しとなる。

令和５年５⽉11⽇
財政制度等審議会資料
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「全世代型社会保障」について

１．社会保障〜ウィズコロナへの移⾏と全世代型への制度改⾰
（１）「全世代型」で⽬指すもの
これまで、約15年間にわたり、「全世代型」の社会保障制度の構築が提唱されてきた。「社会保障国⺠会議最終報告」 において
「全ての国⺠が参加し⽀える、国⺠の信頼に⾜る社会保障」と掲げたことに端を発し、「社会保障制度改⾰国⺠会議報告書」 では、
「すべての世代を対象とし、すべての世代が相互に⽀え合う仕組み」として具体策に踏み込んだ。
「全世代型」とは何か。「全世代型」の社会保障とは、能⼒に応じて負担し、必要に応じて給付し、持続可能な制度を次世代に伝
える枠組みである。こうした考え⽅の下で、給付と負担の不均衡の是正に向けた取組が⾏われ、特に第⼆次安倍政権発⾜以降、
社会保障・税⼀体改⾰が着実に進められてきた。
しかし、現⾏制度が「全世代型」に近づいたと⾔えば、そうは⾔い難い部分が多く残っていると⾔わざるを得ない。
医療費の窓⼝負担や⾼額療養費を始め、年齢に着⽬した負担の差が多く残っている。健保組合の保険料負担を始め、負担が負
担能⼒の多寡に対応していない。さらに、負担能⼒を⾒る上でも、⾼齢世代の稼得・保有が多い⾦融所得・資産に着⽬していない。
事業主や企業の負担の在り⽅について、更に検討を進める必要がある。少⼦化対策の観点から必要な⽀援の検討が求められる。
給付を効率的・効果的なものとするために、医療提供体制の⾒直しや、給付範囲の⾒直しも進めなければならない。
このように、「能⼒に応じて負担し、必要に応じて給付し、持続可能な制度を次世代に伝える」という社会保障の基本中の基本の
考え⽅がまだまだ徹底されていない部分が⽬⽴っており、こうした改⾰に取り組むことが急務である。

◆令和５年度予算の編成等に関する建議（2022年（令和４年）11⽉29⽇）

◆岸⽥内閣総理⼤⾂所信表明演説（2022年（令和４年）10⽉３⽇）

全世代型社会保障の構築を進め、少⼦化対策、⼦育て・こども世代への⽀援を強化するとともに、⼥性活躍、孤独・孤⽴対策な
ど、包摂社会の実現に取り組みます。
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昨年末の全世代型社保構築会議報告書（１）

◆全世代型社会保障構築会議 報告書（2022年（令和４年）12⽉16⽇）

Ⅱ．全世代型社会保障の基本的考え⽅
１．⽬指すべき社会の将来⽅向
◆「少⼦化・⼈⼝減少」の流れを変える
2013年の社会保障制度改⾰国⺠会議報告書は、少⼦化対策は、社会保障の持続可能性・経済成⻑を確かなものとする、
「社会保障制度改⾰の基本」であると指摘した。政府は、これまで、この考え⽅に沿って、保育の受け⽫整備や幼児教育・保育の無
償化など様々な対策を講じてきたが、いまだに少⼦化の流れを変えるには⾄っていない。この流れを変えられなければ、⽇本の⼈⼝は
急速かつ⻑期にわたって減少し続けることとなる。
こうした少⼦化・⼈⼝減少の進⾏は、経済活動における供給（⽣産）及び需要（消費）の縮⼩、社会保障機能の低下をもたら
し、さらには、多くの地域社会を消滅の危機に導くなど、経済社会を「縮⼩スパイラル」に突⼊させることになるだろう。少⼦化は、まさに、
国の存続そのものに関わる問題であると⾔っても過⾔ではない。
もとより、結婚、妊娠・出産、⼦育ては個⼈の⾃由な意思決定に基づくものであって、こどもを⽣み育てたいと考える個⼈の希望を叶
えることは、個⼈の幸福追求を⽀援するという意味において重要である。他⽅、このことは同時に、少⼦化・⼈⼝減少の流れを⼤きく
変え、危機的な状況から脱却することによって、経済と社会保障の持続可能性を⾼め、「成⻑と分配の好循環」を実現する上で、社
会全体にも⼤きな福⾳となるものでもある。つまり、少⼦化対策は、個⼈の幸福追求と社会の福利向上をあわせて実現するという、
極めて価値の⼤きい社会保障政策なのである。
こうした観点から、今⽇、最も緊急を要する取組は、「未来への投資」として、⼦育て・若者世代への⽀援を急速かつ強⼒に整備す
ることである。少⼦化の背景には、経済社会の発展によって⼦育てに関わる直接的な費⽤や就業機会損失などの機会費⽤が増加
する⼀⽅で、就業構造や就労環境の変化によって⼦育て・若者世代の雇⽤・所得が不安定なものとなっていることなどから、結婚、妊
娠・出産、⼦育てを選択することに不安を感じ、それをためらう国⺠が増えていることがある。⼦育て費⽤を社会全体で分かち合い、こ
どもを⽣み育てたいと希望する全ての⼈が、安⼼して⼦育てができる環境を整備することこそ何よりも求められている。
わたしたちの⽬指すべき社会の将来⽅向の第⼀は、ここにある。
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昨年末の全世代型社保構築会議報告書（２）

◆これからも続く「超⾼齢社会」に備える
⼤胆な少⼦化対策によって⼈⼝減少の流れを変えると同時に、これからも続く超⾼齢社会に備えて、社会の持続可能性を⾼める
対応を強化していかなければならない。

・ 働き⽅に中⽴的な社会保障制度を構築し、労働⼒を確保する
具体的には、第⼀に、超⾼齢社会にあって、経済社会の⽀え⼿となる労働⼒を確保する必要がある。この点で、⼥性や⾼齢者の
就労を最⼤限に促進し、その能⼒発揮を実現することが必要であり、誰もが安⼼して希望どおり働けるようにしていくことが⽬標となる。
このためには、雇⽤や働き⽅に対して歪みをもたらすことのない「中⽴的」な社会保障制度の構築を進め、制度の包摂性を⾼めること
で、⼥性や⾼齢者をはじめ誰もが安⼼して希望どおり働き、活躍できる社会を実現していく必要がある。また、⼦育て⽀援や健康寿
命延伸、介護サービスに係る社会保障の充実は、⼥性や⾼齢者の就労を促進し、介護離職を減らすなど、⽀え⼿を増やす上でも
重要となる。

・ 社会保障を皆で⽀える仕組みを構築し、ニーズの変化に的確に対応する
第⼆に、社会保障給付を皆で⽀え合う仕組みを整備するとともに、国⺠⼀⼈ひとりがそれぞれの多様なニーズに対応するサービスを
利⽤できる環境を創出する必要がある。⾼齢者⼈⼝（65歳〜）は、いわゆる団塊の世代が2025年までに全て75歳以上となった
後、2042年にピークを迎え減少し始めるが、その後も、より若い世代の⼈⼝減少も進む中で⾼齢⼈⼝⽐率は⾼⽌まりし、中でも75
歳以上⼈⼝の⽐率は増え続けると⾒込まれる。
こうした⾒通しを踏まえ、増加する社会保障給付について、負担能⼒に応じて、全ての世代で、公平に⽀え合う仕組みを早急に強
化するとともに、給付と負担のバランスを確保していく必要がある。さらに、医療や介護ニーズの増⼤や多様化する福祉ニーズに応える
⼈材の確保・育成、働き⽅改⾰に⼒を注ぐとともに、こうしたニーズの変化に的確に対応した医療・介護サービス提供体制の確⽴やデ
ジタル技術の積極的な活⽤により、住⺠にとって使いやすく、かつ効率的にサービスが利⽤できる環境を整備することが重要である。
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昨年末の全世代型社保構築会議報告書（３）

２．全世代型社会保障の基本理念
◆「将来世代」の安⼼を保障する
「全世代型社会保障」とは、全ての世代にとって安⼼できる社会保障である。この「全世代」は、若年期、壮中年期及び⾼齢期は
もとより、これから⽣まれる「将来世代」も含むものとして考える必要がある。
将来にわたって社会保障制度を持続させ、将来世代が安⼼して暮らしていけるようにするためには、負担を将来世代へ先送りせず、
同時に、社会保障給付の不断の⾒直しを図る必要がある。そして、社会保障を含む経済社会の「⽀え⼿」を増やしながら、今の世代
で制度を⽀えていくことを基本理念に置かなければならない。このことは、現在の現役世代の安⼼を確保することにもつながるものであ
る。

◆能⼒に応じて、全世代が⽀え合う
「全世代型社会保障」は、年齢に関わりなく、全ての国⺠が、その能⼒に応じて負担し、⽀え合うことによって、それぞれの⼈⽣のス
テージに応じて、必要な保障がバランスよく提供されることを⽬指すものである。
超⾼齢社会にあっては、社会保障は世代を超えた全ての⼈々が連帯し、困難を分かち合い、未来の社会に向けて協⼒し合うため
にあるという認識を、世代間対⽴に陥ることなく、全ての世代にわたって広く共有していかなければならない。すなわち、「全世代型社会
保障」の要諦は、「社会保障を⽀えるのは若い世代であり、⾼齢者は⽀えられる世代である」という固定観念を払しょくし、「全世代で
社会保障を⽀え、また社会保障は全世代を⽀える」ということにある。
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こ
ど
も
・
⼦
育
て
政
策
の
課
題

（１）若い世代が結婚・⼦育ての将来展望を抱けない
・未婚化・晩婚化の進⾏が少⼦化の⼤きな要因の⼀つ。
・若い世代が結婚やこどもを⽣み、育てることへの希望を持ちながらも、所得や雇⽤への不安等から、将来展望を描けない状況。
・若い世代の所得の持続的な向上につながる幅広い施策展開とともに、加速化プランの早急な実現、持続が必要。

（２）⼦育てしづらい社会環境や⼦育てと両⽴しにくい職場環境がある
・⼥性の正規雇⽤における「Ｌ字カーブ」が存在。育児負担が⼥性に集中する「ワンオペ」になっている傾向もある。
・社会全体の意識の変⾰や働き⽅改⾰を正⾯に据えた総合的な対策をあらゆる政策⼿段を⽤いて実施していく必要。

（３）⼦育ての経済的・精神的負担感や⼦育て世帯の不公平感が存在する
・理想のこども数を持たない理由は、経済的理由が最も⾼く、特に第３⼦以降を持ちたいという希望の実現の⼤きな阻害要因。
・また、０〜２歳児の約６割はいわゆる未就園児であり、「孤⽴した育児」の実態あり。
・公教育の再⽣は少⼦化対策としても重要であり、取組を着実に進めていくことが重要。
・また、学校給⾷費の無償化の実現に向けた実態調査を実施し、その上で具体的⽅策を検討。

３
つ
の
基
本
理
念

こども・⼦育て政策の強化︓３つの基本理念

（１）若い世代の所得を増やす
・賃上げ（「成⻑と分配の好循環」と「賃⾦と物価の好循環」の２つの好循環） ・三位⼀体の労働市場改⾰
・正規・⾮正規問題への取組（同⼀労働同⼀賃⾦の徹底、⾮正規雇⽤の正規化） 等

（２）社会全体の構造・意識を変える
・ワンオペ育児の実態を変え、夫婦が相互に協⼒しながら⼦育てし、それを職場が応援し、地域社会全体で⽀援する社会
・こどもまんなか社会に向けた社会全体への意識改⾰ ・育児休業の取得促進、育児期の柔軟な働き⽅の推進 等

（３）全てのこども・⼦育て世帯を切れ⽬なく⽀援する
・今後、取り組むべきこども・⼦育て⽀援の内容
全ての⼦育て家庭を等しく⽀援すること 保育所について量の拡⼤から質の向上へ
妊娠・出産期から０〜２歳の⽀援の強化 多様な⽀援ニーズ（貧困、障害児・医療的ケア児、ひとり親家庭等）への対応
→ 加速化プランの各種施策に着実に取り組むとともに、総合的な制度体系の構築を⽬指す
・こども政策DXの推進 等
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こども未来戦略⽅針（令和５年６⽉１３⽇閣議決定）のポイント①
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こども未来戦略⽅針（令和５年６⽉１３⽇閣議決定）のポイント②
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こども・⼦育て政策の強化（加速化プラン）の財源の基本⾻格（イメージ）

【こども未来戦略⽅針】
○ 徹底した歳出改⾰等を⾏い、それらによって得られる公費の節減等の効果及び社会保険負担軽減の効果
を活⽤しながら、実質的に追加負担を⽣じさせないことを⽬指す 。

○ 歳出改⾰等は、これまでと同様、全世代型社会保障を構築するとの観点から、歳出改⾰の取組みを徹底
するほか、既定予算の最⼤限の活⽤などを⾏う。
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少⼦化対策の財源のあり⽅
○ 少⼦化対策の安定財源を確保する際には、現在の持続的・構造的な賃上げの取組みと整合的になるよう、
① 企業を含め社会・経済の参加者全員が広く負担することにより、⼦育て世帯が⼦育て期間全体として⾒て⼿取り増（給付増が
負担増を上回る）となるようにすること

② 医療保険・介護保険制度を持続可能とする改⾰を継続することにより、現役世代等の保険料負担の増加を極⼒抑制する取組
みを⾏うこと、
が必要と考えるが、どうか。

全世代型社会保障構築の観点からの
医療保険・介護保険制度の改⾰

⾼齢化等
による増

保険料

こども・⼦育て政策の
強化による⽀援

⼦育て世帯 その他の世帯事業主

⼦育て世帯

◆ ⼦育て世帯にとっては給付増が負担増を上回る。

（※）「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2022」
安定的な財源の確保にあたっては、企業を含め社会・経済の参加者全員が
連帯し、公平な⽴場で、広く負担していく新たな枠組みについても検討する。

医療・介護等
社会保障給付費

保険料負担増の
抑制

令和５年５⽉11⽇
財政制度等審議会資料
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医療・介護の給付費⽤の効率化の必要性

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「令和２年度社会保障費用統計」
（注）ここでの「医療・介護給付費用」は、医療保険、介護保険、生活保護のうち医療扶助相当分、公衆衛生のうち医療分等を指す。

○ 医療・介護の給付費⽤はこの20年で⼤幅に増加しており、公費負担・保険料負担も増加している。
○ 給付費⽤は経済成⻑率以上に伸びており、現役世代の負担能⼒を考えれば、持続可能な状況とは⾔い難い。医療・介護の報
酬改定を含め、様々な制度⾒直しを⾏っている。今後、更に給付費⽤⾃体の抑制に取り組む必要がある。

公費

19兆円

名⽬GDP
（2000年度＝100、右軸）

13兆円

23兆円

32兆円

104

医療・介護
給付費⽤
30兆円

保険料等
診療報酬・介護報酬
１％の引上げで
約3,000億円増加医療 27兆円

介護 3.3兆円

医療・介護
給付費⽤
51兆円
医療 41兆円
介護 11兆円

100

※2022年度予算ベースの国民医療費、
介護費用

利用者負担を含めて
費用全体 60兆円※

×プラス1％＝約6,000億円
約半分が保険料

令和５年５⽉11⽇
財政制度等審議会資料
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